
電子提供措置の開始日  2025年６月３日 

 

第 106 回  定時株主総会資料 

 

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく 

  書面交付請求による交付書面に記載しない事項） 

 

・ 事業報告    

  「業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況」………… １ 頁 

      

・ 連結計算書類    

  「連結株主資本等変動計算書」……………………………………………………… ５ 頁 

  「連結注記表」………………………………………………………………………… ６ 頁 

      

・ 計算書類    

  「株主資本等変動計算書」…………………………………………………………… 15 頁 

  「個別注記表」………………………………………………………………………… 16 頁 

 

 

第 106期 
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株式会社ツカモトコーポレーション 

 

 

 

上記事項につきましては、法令及び定款第 17条第２項の規定に基づき、書面交付

請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。 

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様

に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいた

しております。 



業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況 

当社は、内部統制システム構築の基本方針を取締役会で定めており、経営環境の変化等に対応して不断

の見直しを行っております。 

内部統制システム構築の基本方針 

(１)業務の適正を確保するための体制

① 取締役の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

経営理念を明文化し、ウェブサイト等で公表しているほか、取締役の使命の遂行と企業統治の徹底

のために「役員規範」として取締役の行動規範を定めている。また、「グループ行動規範」に反社会

的勢力との関係遮断の方針を明記し、日頃の業務運営の指針とする。 

② 取締役の職務の執行に関わる情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行、意思決定に係る情報を文書で保存し、それらの文書の保存期間及びその他の管

理体制については、当社の規則等による。 

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．当社代表取締役社長（以下「代表取締役社長」と呼ぶ。）を委員長としたリスク管理委員会を設

置し、リスク管理の体制を整えるとともに、「リスク管理規程｣に則りながらグループ全体に係る

計画を策定する。

イ．コンプライアンス、情報セキュリティー、災害、品質などに係るリスクについては、それぞれの

対応部署とリスク管理委員会にて必要に応じ規則、ガイドラインを制定、研修の実施、マニュアル

の作成、配布を行う。

④ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制及び使用人の職務執行が法令・定

款に適合することを確保するための体制

以下の内部統制システムを用いて事業推進に伴うリスクを継続的に監視し、取締役の職務執行の効

率性を確保する。 

ア．定例の取締役会を原則毎月1回開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行

う。

取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、常務会を原則毎月2回開催し、業務執行
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に関する基本的事項及び取締役会の付議事項を除く経営全般事項に係る意思決定を機動的に行う。

また四半期に一度、代表取締役社長以下全取締役と各社社長・役員及び関係部門長をメンバーとす

る会議を設け、グループ経営方針や四半期実績・業績の見込み及び重要連絡事項の確認と共有化を

図る。 

イ．内部統制委員会のワーキンググループとして、コーポレート本部担当取締役を長とする内部統制

部会を設置し、具体的な内部統制構築の作業、確認を行い、適宜にリスク管理委員会等に報告を行

う。 

ウ．コーポレート本部に内部統制担当を設置し内部統制構築・運用の総括を行うほか、内部統制部会

の事務局を担う。 

エ．内部監査を担当する組織として代表取締役社長の直属に監査室を設置、監査室は監査方針、監査

計画、監査結果を常務会、監査役、会計監査人に報告する。 

オ．監査役は会計監査人の独立性を確保するため、会計監査人の監査報告について事前に報告を受け、

監査過程及び結果も適宜報告を受ける。 

カ．コーポレート本部人事課及び内部統制担当によりコンプライアンス、グループ行動規範に係る従

業員教育を行う。 

キ．内部通報に関する規程に基づき社内通報システムの運用を行う。 

⑤ 企業集団の業務の適正を確保する体制 

 前記効率性、適合性の内部統制システム参照 

ア．当社グループの重要案件については、関係会社権限規程の定めに則り報告、議決を行い決定する。 

イ．当社グループの経営についてはその自主性を尊重しつつ、四半期に1度の会議で事業経営の進捗状

況の確認と情報交換を行う。 

⑥ 監査役の補助使用人に関する体制 

監査室に補助任務を命ずるほか、その職務の必要に応じて適切な補助者の任命を取締役に求めるこ

とができる。また、「監査役会事務局」を設置する。 

⑦ 監査役補助使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の補助使用人はその任務について取締役又は使用人のライン上司からの指示・命令を受けな

い。「監査役補助使用人」に関する人事異動、組織変更、人事考課等の決定は監査役の事前承認を必

要とする。 
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⑧ 取締役及び使用人の監査役への報告に関する体制 

取締役が報告すべき事項 

ア．当社グループに影響を及ぼす重要事項に関する決定 

イ．当社グループの業績状況 

ウ．当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは当該事実に関する事

項 

使用人が報告すべき事項 

内部統制部門に所属する責任者の内部監査実施状況又は業務遂行状況 

その他 

監査役は、職務遂行に必要と判断したときはいつでも取締役又は使用人に報告を求めることがで

きる。 

⑨ その他監査役の監査の実効性を確保する体制 

コーポレート本部総務部及び経理部は監査役の事務を補助するとともに必要な協力を行う。 

(２)業務の適正を確保するための体制の運用状況  

当社グループでは、「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確保す

るための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概要は以下のと

おりであります。 

当社グループでは、リスク管理委員会を半期ごとに開催し、「リスク管理規程」に則りコンプライア

ンス、情報セキュリティー、災害、品質などに係るリスクについて審議・検討を実施いたしました。 

当社の取締役会は原則毎月開催しており、重要事項の決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行

いました。また、取締役会の機能を強化し経営効率の向上を図るために常務会を原則毎月２回開催し、

経営全般事項に係る意思決定を機動的に行いました。 

当社グループにおける重要案件については、関係会社権限規程の定めに則り報告し決議を行い、業務

執行については四半期ごとに全社事業運営連絡会を開催し、業務執行の進捗状況の確認と情報交換を実

施しております。 

内部統制担当は当社グループにおける内部統制の運用状況を把握し、必要に応じて再構築を行いまし

た。 

監査室は、当社グループを対象とする内部監査を実施し、その結果を常務会、監査役、会計監査人に
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報告しております。会社の状況を把握するため、常勤監査役・経理部・監査室・内部統制担当による内

部監査連絡会を毎月開催しております。 

また、効率的な監査を実施するための意見交換の場として、必要に応じ監査役・監査室・会計監査人

とで三様監査連絡会を開催しております。 

 

（ご参考） 

コーポレートガバナンス体制図 
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【連結株主資本等変動計算書】 

  当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) 

 (単位：千円) 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,829,844 713,177 6,864,135 △40,802 10,366,355 

当期変動額      

剰余金の配当   △121,075  △121,075 

親会社株主に帰属する

当期純損失（△） 
  △380,071  △380,071 

自己株式の取得    △691 △691 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 － － △501,146 △691 △501,838 

当期末残高 2,829,844 713,177 6,362,988 △41,493 9,864,517 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

退職給付に 

係る 

調整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 3,070,312 △3,257 9,152 283,824 3,360,032 13,726,387 

当期変動額       

剰余金の配当      △121,075 

親会社株主に帰属する

当期純損失（△） 
     △380,071 

自己株式の取得      △691 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
811,406 3,420 △372 15,775 830,230 830,230 

当期変動額合計 811,406 3,420 △372 15,775 830,230 328,391 

当期末残高 3,881,718 163 8,780 299,600 4,190,262 14,054,779 
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連 結 注 記 表 

（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の状況 

① 連結子会社の数               ２社 

② 主要な連結子会社の名称       ツカモト市田株式会社 

                    ツカモトウェルネス株式会社 

 
２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社はありません。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 

 
４．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券             

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のものは、時価法によっております（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定）。 

市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法によっております。 

②  デリバティブ 

時価法によっております。 

③  棚卸資産 

主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）によっております。 

 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物及び構築物並びに車両運搬具、器具備品については親会社は定額法、連結子会社は 1998 年４月

１日以降に取得した建物（定額法）以外は、定率法によっております。ただし、建物及び構築物勘定中

の建物附属設備並びに構築物の 2016 年３月 31 日以前取得のもの及び車両運搬具は定率法、2016 年４

月１日以降取得の建物附属設備、構築物は定額法によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウエア・・・・・社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

市場販売目的のソフトウエア・・・見込販売数量に基づく償却又は販売可能な見込有効期間 

（３年以内）に基づく定額法 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失の計上に備えて、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 店舗撤退損失引当金 

店舗撤退に伴い発生する損失に備えるため、店舗撤退損失見込額を計上しております。 

 
（４）収益及び費用の計上基準 

  当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 和装事業関連 

連結子会社では和装きもの関連を中心とし、その他和装小物、雑貨等の販売を全国百貨店、小売専門店

等に展開しております。このような商品の販売については、催事及び展示会を中心に販売しており、商品

を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。ただし、一部の国内販

売については出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷

時点で収益を認識しております。 

なお、商品の販売のうち、連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者から

提供する商品と、交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識して

おります。 

和装関連の返品については、返品に伴う予想返金額は一般消費者の意向が反映されるため、キャンセル

等の不確実性を反映する必要があります。そのため過去の実績に基づいてキャンセル等の不確実性を反映

した金額を算定し、収益より控除する方法を用いて取引価格を算定しております。この結果、返品に係る

負債を認識し、重要な戻入れが生じない可能性が高い範囲でのみ収益を認識しております。 

和装事業関連に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね３か月以内に受領しており、当該顧客との

契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。 

② 洋装事業関連 

当社では婦人服、紳士服及び企業の制服を中心としたユニフォーム関連の商品を全国百貨店、小売専門

店、企業に販売しております。婦人服、紳士服は受注会を開催し顧客から発注を受けたものに関して、外

部製造委託し仕入を行い引渡します。また、企業の制服を中心としたユニフォーム関連商品は、企業から

デザイン、サイズ、数量等の発注に基づいて外部に製造委託し、仕入を行い引渡します。このようなアパ

レル商品の販売については、出荷時からの商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ

るため、倉庫からの出荷時点、直送取引の場合は仕入先からの出荷時点で収益を認識しております。 

ユニフォーム関連の直送取引のうち、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該

当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額を収益として認識して

おります。 

百貨店との消化取引については、百貨店が消費者に販売を行い、当該商品が消費者へ引き渡され、百貨

店が仕入認識を行ったと同時に収益を認識しております。なお、紳士服の販売の中には、一定期間に渡っ

て顧客より返品を受ける義務を負うものが含まれており、顧客に対して返品に応じる義務については返金

負債を認識し、顧客から商品を回収する権利については返品資産を認識しております。 

ユニフォーム関連の商品には小売専門店、企業に対して、制服のレンタルを行っているものがあります。

これら収入に関しては、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号 2007 年３月 30 日）に
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基づき会計処理をしております。 

買い戻し契約に該当する有償支給取引については、有償支給先に残存する支給品について棚卸資産を認

識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について負債を認識しております。 

ユニフォーム関連の商品販売契約の中には、顧客が商品に対する支配を獲得した後に行う出荷に関連す

るサービスも含まれるものがあり、当該出荷に関連するサービスについては、別個の履行義務として認識

し、期末時点で履行義務を充足していない残高を契約負債として計上しております。 

洋装事業関連に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね２か月以内に受領しており、当該顧客との

契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。 

③ ホームファニシング事業関連 

当社はラルフローレン社に対するタオル関連の製造卸売販売における契約を結び、ラルフローレン社に

対しての卸売販売を実施しております。このようなホームファニシング関連商品の販売については、商品

を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。ただし、一部の国内卸

売販売については出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、

出荷時点で収益を認識しております。 

ホームファニシング事業関連に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね２か月以内に受領しており、

当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。また重要な値引き

や返品等は発生しておりません。 

④ 健康・生活事業関連 

当社はマッサージ器、扇風機、空気清浄機、掃除機等の健康・生活家電を中心とした卸売販売を量販店、

全国家電量販店、Ｗｅｂ及びＴＶ通販等で展開しております。このような健康・生活事業関連商品の販売

については、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。ただ

し、一部の国内卸売販売については出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の

期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。 

これらの商品の返品及びリベートについては、販売不振や不良品等の発生及び販売促進費等の不確実性

を反映する必要があります。そのため過去の実績に基づいて返品及びリベートの不確実性を反映した金額

を算定し、収益より控除する方法を用いて取引価格を算定しております。この結果、返品及びリベートに

係る負債を認識し、重要な戻入れが生じない可能性が高い範囲でのみ収益を認識しております。 

健康・生活事業関連に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね２か月以内に受領しており、当該顧

客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。 

⑤ 建物の賃貸事業関連 

当社は賃貸用不動産を有しており、主に一般企業に対して事業用オフィスを賃貸し収益を得ています。

これら賃貸収入に関しては、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号 2007 年３月 30 日）

に基づき会計処理をしております。 

 

（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 重要なヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。また、為替予約取引については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理に、その他の場合は

繰延ヘッジ処理によっております。 

②  退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
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づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を、退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債と

して計上しております。 

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度から発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額を費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。 

 
（会計方針の変更） 

 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。 

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準

第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項（２）ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はあ

りません。 

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計

算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首

から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、当連結会計年度については遡及適用後の

連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による当連結会計年度の連結計算書類への影

響はありません。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

棚卸資産の評価 

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 （単位：千円） 

棚卸資産 1,885,586 

売上原価（棚卸資産評価損） 33,196 

 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

（１） 算出方法 

当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価

額を下回っている棚卸資産については、帳簿価額を正味売却価額まで切り下げております。また、一定期

間の滞留が認められる在庫には、合理的に算定した掛率を乗じて帳簿価額を切り下げ、棚卸資産評価損と

して売上原価に計上しております。 

 

（２） 主要な仮定 

長期に滞留が認められる在庫については、過去の販売実績や商品特性、市場動向等を考慮し、商品カテ

ゴリーごとに切り下げ率を決定しております。 
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（３） 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

流行の変化や競合品による需要の悪化を受け、各品目の回転期間に変動が生じる場合があります。この

ような場合、棚卸資産評価損の追加的計上が必要となる可能性があり、当社グループの翌連結会計年度に

おける棚卸資産の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。  

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

１．棚卸資産の内訳                 商品       １，８８５，０９１千円 

                          貯蔵品                     ４９５千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額                   ３，４４３，０８６千円 

３．受取手形及び電子記録債権割引高                    １１８，８７０千円 

４．土地の再評価 
親会社及び連結子会社の一部において「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）

に基づき、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、「土地

の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差

額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

（１）再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第３号に定める固

定資産税の評価額又は第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出する方法によってお

ります。なお、一部の連結子会社の「土地再評価差額金」は、連結貸借対照表上相殺消去されております。 

（２）再評価を行った年月日    2002 年３月 31日 

（３）再評価を行った当該事業用土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額  

△２３，１１１千円 

５．担保資産及び担保付債務 

（１）担保に供している資産       投資有価証券          ６，１００，１８２千円 

（２）担保付債務の内訳         短期借入金           ３，９２０，０００千円 

                    １年以内返済予定の長期借入金  １，９５０，０００千円 

                    長期借入金             ９３０，０００千円 

                     計              ６，８００，０００千円 

 
（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 ４，０６９，７４７株 ― ― ４，０６９，７４７株 

 
２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額  

（千円） 

1 株当たり配当額  

（円） 
基準日 効力発生日 

2024 年６月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 １２１，０７５ ３０．００ 2024年 3 月 31 日 2024年 6 月 27 日 
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（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 

（千円） 
1 株当たり配当額 

（円） 基準日 効力発生日 

2025 年６月 26 日 

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 １２１，０５７ ３０．００ 2025年 3 月 31 日 2025年 6 月 27 日 

 
（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

     税務上の繰越欠損金                       ４１９，５８２千円 

     退職給付に係る負債                            ７７千円 

     商品評価損                            １２，８００千円 

     貸倒引当金                            ４７，６３２千円 

     その他                             １２７，６８５千円 

    繰延税金資産小計                         ６０７，７７９千円 

     税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額             △４１９，５８２千円 

     将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額          △１８８，１９６千円 

    評価性引当額小計                        △６０７，７７９千円 

    繰延税金資産合計                               －千円 

     
繰延税金負債 

     土地再評価差額金                     △１，６３７，５５６千円 

     退職給付に係る資産                      △１６５，８７８千円 

     その他有価証券評価差額金                 △１，７０１，４４７千円 

     その他                             △３８，００９千円 

    繰延税金負債合計                      △３，５４２，８９１千円 

    繰延税金負債純額                      △３，５４２，８９１千円 

 
２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合

の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日）に従って、法人税及び地方

法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 
（金融商品に関する注記） 

１． 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用について短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入れにより資金を

調達しております。受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理体制に沿

ってリスク軽減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的

に時価の把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変

動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。 

また、外貨建債権債務については、為替予約取引を利用してヘッジを行うことで為替変動リスクの軽減を
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図っております。 

なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。 

 
２．金融商品の時価等に関する事項 

  2025 年３月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 

次のとおりであります。 

 連結貸借対照表計上額（千円） 時  価 （千円） 差  額 （千円） 

（１）投資有価証券    

その他有価証券 ８，００２，４９７ ８，００２，４９７ ― 

（２）長期借入金 

   （１年内返済予定を含む） 
（３，０３７，３７３） （３，０３４，７１２） △２，６６０ 

（３）デリバティブ取引 （３０２） （３０２） 
           

― 

 負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

（注）１.「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、

「短期借入金」については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、記載を省略しております。 

２.市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。当該金融商

品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

区 分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非 上 場 株 式 

出    資    金 

６３，９２８ 

８００，１２０ 

３.デリバティブ取引により生じた正味の債権、債務は純額で表示しております。 

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 
（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区 分 
時 価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

その他有価証券 

株式 

デリバティブ取引 

通貨関連 

 

 

８，００２，４９７ 

 

― 

 

 

― 

 

（３０２） 

 

 

― 

 

― 

 

 

８，００２，４９７ 

 

（３０２） 

 負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 
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（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区 分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 
（１年内返済予定を含む） ― （３，０３４，７１２） ― （３，０３４，７１２） 

負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（下記「長期借入金」参照）。 

為替予約の時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２

の時価に分類しております。 

長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、信用状態は借入実行後大きく

異なっていないため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており、レベル２の

時価に分類しております。また、一部の長期借入金については、金利変動リスクに対して金利スワップ取

引を実施して支払利息の固定化を実施しております。金利スワップの特例処理の対象とされているものの

時価は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。さらに、固定金利によるものは、

主に一定期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割

り引いて現在価値を算定しております。これらについては、レベル２の時価に分類しております。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都において、賃貸用のオフィスビルを所有しております。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 

１２，５０４，４８５ １５，８７１，０００ 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定士により「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額                 ３，４８３円０１銭 

２．１株当たり当期純損失                   ９４円１８銭 
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（収益認識に関する注記） 

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
その他 合 計 

  和 装 洋 装 ﾎｰﾑﾌｧﾆｼﾝｸﾞ 健康・生活 建物の賃貸 計 

一時点で移転される財 

又はサービス 
1,012,167 4,652,013 456,518 2,422,593 ― 8,543,293 4,818 8,548,111 

一定の期間にわたり移転 

される財又はサービス 
― ― ― ― 60,014 60,014 ― 60,014 

顧客との契約から 

生じる収益 
1,012,167 4,652,013 456,518 2,422,593 60,014 8,603,307 4,818 8,608,126 

その他の収益 ― 131,389 ― ― 941,707 1,073,097 ― 1,073,097 

外部顧客への売上高 1,012,167 4,783,403 456,518 2,422,593 1,001,721 9,676,404 4,818 9,681,223 

（注）洋装事業及び建物の賃貸業における「その他の収益」は、リース取引により生じた収益であります。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の

「４.会計方針に関する事項（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 
（重要な後発事象に関する注記） 

当社の主要外注加工先における火災の発生 

2025 年４月 21 日に当社ユニフォーム事業部の主要外注加工先において火災が発生し、当該外注加工先の生産が

停止しております。これにより保管生地や生産中の商品、有償支給資材への影響に加えて、ユニフォーム事業部

の生産計画の変更や外注加工先の変更等が生じる可能性があります。当該事象が経営成績及び財政状態に与える

影響については現在調査中であり、現時点で当火災に関連した損失等の金額を合理的に見積もることは困難な状

況であります。 
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【株主資本等変動計算書】 

  当事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) 

 (単位：千円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 圧縮記帳 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,829,844 707,461 5,716 713,177 － 6,861,879 6,861,879 

当期変動額        

圧縮記帳積立金の積立     20,755 △20,755 － 

圧縮記帳積立金の取崩     △230 230 － 

剰余金の配当      △121,075 △121,075 

当期純損失（△）      △378,244 △378,244 

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
       

当期変動額合計 － － － － 20,524 △519,844 △499,319 

当期末残高 2,829,844 707,461 5,716 713,177 20,524 6,342,035 6,362,560 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △40,802 10,364,099 3,070,437 △3,257 28,687 3,095,866 13,459,966 

当期変動額        

圧縮記帳積立金の積立  －     － 

圧縮記帳積立金の取崩  －     － 

剰余金の配当  △121,075     △121,075 

当期純損失（△）  △378,244     △378,244 

自己株式の取得 △691 △691     △691 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
  811,406 3,420 △372 814,454 814,454 

当期変動額合計 △691 △500,010 811,406 3,420 △372 814,454 314,443 

当期末残高 △41,493 9,864,088 3,881,843 163 28,315 3,910,321 13,774,410 
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個 別 注 記 表 

（自 2024 年４月 1 日 至 2025 年３月 31 日） 

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式は移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券のうち市場価格のない株式等以外のものは、時価法によっております（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）。 

市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法によっております。 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法）によっております。 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物、構築物、車両運搬具、器具備品は定額法によっております。ただし、建物勘定中の建物附属設備

及び構築物の 2016 年３月 31 日以前取得のものは定率法、2016 年４月１日以降取得のものは定額法によっ

ております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウエア・・・・・社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

市場販売目的のソフトウエア・・・見込販売数量に基づく償却又は販売可能な見込有効期間 

（３年以内）に基づく定額法 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失の計上に備えて、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあ

たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。 

数理計算上の差異は、発生の翌期から発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を費用処理しております。 

（３）店舗撤退損失引当金 

店舗撤退に伴い発生する損失に備えるため、店舗撤退損失見込額を計上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

  当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 洋装事業関連 

当社では婦人服、紳士服及び企業の制服を中心としたユニフォーム関連の商品を全国百貨店、小売専門

店、企業に販売しております。婦人服、紳士服は受注会を開催し顧客から発注を受けたものに関して、外

部製造委託し仕入を行い引渡します。また、企業の制服を中心としたユニフォーム関連商品は、企業から

デザイン、サイズ、数量等の発注に基づいて外部に製造委託し、仕入を行い引渡します。このようなアパ

レル商品の販売については、出荷時からの商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ

るため、倉庫からの出荷時点、直送取引の場合は仕入先からの出荷時点で収益を認識しております。 

ユニフォーム関連の直送取引のうち、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該

当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額を収益として認識して

おります。 

百貨店との消化取引については、百貨店が消費者に販売を行い、当該商品が消費者へ引き渡され、百貨

店が仕入認識を行ったと同時に収益を認識しております。なお、紳士服の販売の中には、一定期間に渡っ

て顧客より返品を受ける義務を負うものが含まれており、顧客に対して返品に応じる義務については返金

負債を認識し、顧客から商品を回収する権利については返品資産を認識しております。 

ユニフォーム関連の商品には小売専門店、企業に対して、制服のレンタルを行っているものがあります。

これら収入に関しては、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号 2007 年３月 30 日）に

基づき会計処理をしております。 

買い戻し契約に該当する有償支給取引については、有償支給先に残存する支給品について棚卸資産を認

識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について負債を認識しております。 

ユニフォーム関連の商品販売契約の中には、顧客が商品に対する支配を獲得した後に行う出荷に関連す

るサービスも含まれるものがあり、当該出荷に関連するサービスについては、別個の履行義務として認識

し、期末時点で履行義務を充足していない残高を契約負債として計上しております。 

洋装事業関連に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね２か月以内に受領しており、当該顧客との

契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。 

② ホームファニシング事業関連 

当社はラルフローレン社に対するタオル関連の製造卸売販売における契約を結び、ラルフローレン社に

対しての卸売販売を実施しております。このようなホームファニシング関連商品の販売については、商品

を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。ただし、一部の国内卸

売販売については出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、

出荷時点で収益を認識しております。 

ホームファニシング事業関連に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね２か月以内に受領しており、

当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。また重要な値引き

や返品等は発生しておりません。 

③ 健康・生活事業関連 

当社はマッサージ器、扇風機、空気清浄機、掃除機等の健康・生活家電を中心とした卸売販売を量販店、

全国家電量販店、Ｗｅｂ及びＴＶ通販等で展開しております。このような健康・生活事業関連商品の販売

については、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。ただ

し、一部の国内卸売販売については出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の

期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。 
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これらの商品の返品及びリベートについては、販売不振や不良品等の発生及び販売促進費等の不確実性

を反映する必要があります。そのため過去の実績に基づいて返品及びリベートの不確実性を反映した金額

を算定し、収益より控除する方法を用いて取引価格を算定しております。この結果、返品及びリベートに

係る負債を認識し、重要な戻入れが生じない可能性が高い範囲でのみ収益を認識しております。 

健康・生活事業関連に関する取引の対価は、商品の引渡し後、概ね２か月以内に受領しており、当該顧

客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。 

④ 建物の賃貸事業関連 

当社は賃貸用不動産を有しており、主に一般企業に対して事業用オフィスを賃貸し収益を得ています。

これら賃貸収入に関しては、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号 2007 年３月 30 日）

に基づき会計処理をしております。 

 
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

また、為替予約取引については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理に、その他の場合は繰延ヘ

ッジ処理によっております。 

 
（会計方針の変更） 

 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。 

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準

第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項（２）ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありま

せん。 

 
（会計上の見積りに関する注記） 

棚卸資産の評価 

１．当事業年度の計算書類に計上した金額 

 （単位：千円） 

商品 1,522,073 

売上原価（商品評価損） 29,684 

 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報は、連結注記表（会計上の見積りに関する注

記）に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額                   ３，４３７，９２９千円 

２．受取手形及び電子記録債権割引高                     ７４，５５２千円 

３．土地の再評価 

当社は「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、2002 年３月 31

日に事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、「土地の再評価に関する法律の
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一部を改正する法律」（平成 11 年３月 31 日公布法律第 24 号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。 

（１）再評価の方法 

   「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第３号に定める固定

資産税の評価額又は第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出する方法によっており

ます。 

（２）再評価を行った年月日    2002 年３月 31日 

 
（３）再評価を行った当該事業用土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額  

△４１，８８１千円 

４．担保資産及び担保付債務 

（１）担保に供している資産       投資有価証券          ６，１００，１８２千円 

（２）担保付債務の内訳         短期借入金           ３，９２０，０００千円 

                    １年以内返済予定の長期借入金  １，９５０，０００千円 

                    長期借入金             ９３０，０００千円 

                     計              ６，８００，０００千円 

 
（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

  営業収益                               １８１，０４７千円 

   
（株主資本等変動計算書に関する注記） 

自己株式に関する事項 
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式  ３３，９１０株     ５９２株 － ３４，５０２株 

変動事由の概要 

普通株式の自己株式増加数は次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取による増加            ５９２株 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

     税務上の繰越欠損金                      １９７，９９３千円 

子会社株式                             ７３，１２５千円 

貸倒引当金                          ３１１，３３５千円 

投資有価証券評価損                        １，８０１千円 

減損損失                            １５，４７７千円 

資産除去債務                           ４，１６５千円 

その他                            １０５，４２２千円 

    繰延税金資産小計                        ７０９，３２１千円 

     税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額            △１９７，９９３千円 

     将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額         △５１１，３２７千円 

評価性引当額小計                       △７０９，３２１千円 

    繰延税金資産合計                              －千円 

   
繰延税金負債 

     土地再評価差額金                     △１，６３７，５５６千円 

     前払年金費用                        △１６５，８７８千円 

     未収配当金                           △２８，６５５千円 

     その他有価証券評価差額金                 △１，７０１，４４７千円 

     その他                            △１１，３６９千円 

    繰延税金負債合計                      △３，５４４，９０７千円 

    繰延税金負債純額                      △３，５４４，９０７千円 

 
２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す

る取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれ

らに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 
（関連当事者との取引に関する注記） 

子会社 

  （単位：千円） 
属

性 会社等の名称 議決権等の 
所有割合 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

子

会 
社 

ツカモト市田 
株式会社 

所有直接

100％ 
資金の援助 
役務の提供 

資金の貸付 
手数料収入 

200,000 

181,047 

関係会社未収入金 
関係会社長期貸付金 
関係会社長期未収入金 

172,954 

1,000,000 

163,362 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．資金の貸付については、市中金利を勘案し決定しております。なお、担保の受入及び差入は行っておりませ

ん。 

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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３．ツカモト市田株式会社への長期貸付金及び長期未収入金に対し、当事業年度において合計１３７，５００千

円の貸倒引当金繰入額を計上し、当事業年度末現在、８７６，５０５千円の貸倒引当金残高となっております。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額                                ３，４１３円５３銭 

２．１株当たり当期純損失                                  ９３円７３銭 

 
（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報については連結注記表（収益認識に関する注記）に同一の内容を記載し

ておりますので注記を省略しております。 

 
（重要な後発事象に関する注記） 

連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。 
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